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ご　 挨　 拶

令和 8年度学術大会長

山口県歯科医師会会長　　小　山　茂　幸

令和 8年度中国地域歯科医療管理学会総会・学術大会の開催にあたり、一言ご挨拶申し
上げます。
本大会のメインテーマは、「10 年後の地域歯科医療体制を考える」です。急速な人口減

少と少子高齢化は、地域社会の姿を大きく変え、歯科医療においても、歯科医師、歯科衛
生士、歯科技工士をはじめとする人材の確保、診療所の承継、在宅歯科医療への対応、中
山間地域における歯科医療提供体制など、深刻な課題をもたらしています。特に中国地域
は、中山間地域や人口減少地域を多く抱えており、地域ごとの実情に即した持続可能な仕
組みを、具体的に構築していかなければなりません。
10 年後の体制を考えることは、単に将来を予測することではなく、目指す地域歯科医

療の姿から逆算し、今、何に着手するかを定めることでもあります。デジタル技術や口腔
内スキャナー、遠隔での情報共有などを有効に活用する一方、診療、訪問、巡回を実際に
担うのは「人」です。デジタルとアナログを適切に組み合わせ、地域の歯科医療従事者、
行政、医科・介護関係者が連携して役割を担い、住民が住み慣れた地域で必要な歯科医療
を受けられる体制を築くことが重要です。
歯科医療は、疾病への対応にとどまらず、食べること、話すこと、社会とつながること

を支え、生涯にわたる健康と生活の質を守る基盤となるものです。山口県歯科医師会とし
ても、在宅歯科医療、巡回診療、医科・介護との連携、人材育成に積極的に取り組み、誰
一人取り残さない歯科医療提供体制の構築に努めてまいります。
特別講演では、東京歯科大学社会歯科学講座教授の平田創一郎先生から、「地方の歯科

医師供給体制の構築手段を考える」と題してご講演いただきます。まさに本大会の核心に
迫るテーマであり、地域偏在や人材確保を、単なる歯科医師数の問題にとどめず、養成、
配置、定着、承継、そして制度設計まで含めて考える貴重な機会になるものと期待してお
ります。また、12 題の一般口演を通じて、各地域の実践や課題、工夫が共有され、新た
な連携と具体的な行動につながることを願っております。
本大会での議論が、中国地域の将来に向けた確かな第一歩となり、地域歯科医療を次の

世代へつなぐ力となりますことを祈念申し上げ、開催にあたってのご挨拶といたします。
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令和 8年度　中国地域歯科医療管理学会
総会・学術大会の開催によせて

一般社団法人日本歯科医療管理学会

理事長　　柴　垣　博　一

令和 8年度中国地域歯科医療管理学会総会・学術大会が、2026 年 10 月 31 日（土）、11
月 1 日（日）の両日、山口県歯科医師会館において盛大に開催されますことを心よりお慶び
申し上げます。また、中国地域歯科医療管理学会会長の山中友之先生をはじめ、大会長の
公益社団法人山口県歯科医師会会長小山茂幸先生、ならびに大会運営にご尽力いただきま
した関係者の皆様に、深く敬意を表します。私は本年 7月、日本歯科医療管理学会総会に
おいて理事長を拝命いたしました。長い歴史と伝統を有する本学会の責務を担うにあたり、
歴代理事長ならびに諸先輩方が築かれた学術的基盤と社会的信頼を継承し、歯科医療管理
学のさらなる発展に尽力してまいる所存です。
日本歯科医療管理学会は、大学関係者と開業医の先生方が両輪となり、医療安全、感染

管理、医療倫理、医療経済、地域歯科保健、人材育成など幅広い領域において活動してま
いりました。そして、その活動を支えているのが全国各地の地方会であり、中国地域歯科
医療管理学会も地域に根ざした学術活動を通じ、地域歯科医療の発展に大きく貢献してこ
られました。
さて、本大会のテーマは「10 年後の地域歯科医療体制を考える」であります。少子高

齢化に加え、人口減少と過疎化が進む中、特に地方では歯科医師不足や医療資源の地域偏
在が深刻な課題となっています。中国地域においても、歯科医師の確保に加え、後継者不
足による歯科医院の承継困難など、地域歯科医療の持続そのものが問われています。
国においても歯科医師の地域偏在は重要な政策課題となっていますが、単に歯科医師数

を確保するだけでは十分ではありません。地域に根ざした歯科医院をいかに次世代へつな
ぐのか、若い歯科医師が地域で活躍できる環境をどう整えるのか、そして医科・介護・福
祉・行政等との連携により、地域住民に必要な歯科医療をどのように届けるのかを総合的
に考える必要があります。
日本歯科医療管理学会は、三本柱として「医療安全」「地域連携」に加え、「持続可能な

学会運営・経営基盤の充実」を掲げております。この「持続可能性」は学会運営に限らず、
地域歯科医療そのものを次世代へ引き継ぐことにもつながります。
10年後の地域歯科医療を支えるのは、10年後になって考える私たちではありません。今、

地域で診療に携わる私たち自身であり、これから歯科医療を担う次の世代です。
本大会が、中国地域 5県の現状と課題を共有し、それぞれの地域の実情に即した将来像

を描き、「今、何を始めるべきか」を考える機会となることを心より願っております。結びに、
本大会のご盛会と中国地域歯科医療管理学会ならびに中国地域歯科医師会のさらなるご発
展、ならびに会員の皆様のご健勝とご活躍を心より祈念申し上げ、挨拶とさせていただき
ます。
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中国地域歯科医療管理学会

会長　　山　中　友　之

令和 8年度中国地域歯科医療管理学会総会・学術大会の開催にあたり、会員の皆様にご
挨拶申し上げます。本大会の開催にあたり、快く大会長をお引き受けいただいた小山茂幸
山口県歯科医師会長に御礼申し上げます。また、柴垣博一日本歯科医療管理学会理事長を
はじめ、中国地域歯科医療管理学会役員の皆様、学会員の皆様はじめ、各県歯科医師会事
務局の皆様、多くの方々のご理解とご協力を賜りましたこと、厚く御礼申し上げます。
本会の活動の中の、「歯科医療提供体制に関する中国 5県調査」では、2025 年から 10

年先の 2035 年の将来像としてシミュレーションしています。
偶然にも、2035 年は要介護者人口が最も多い時代になる時期と一致します。それ以降

も、少子高齢化は加速していき、1970 年代前半生まれの「団塊ジュニア世代」が一斉に
高齢者となるタイミングと重なります。国立社会保障・人口問題研究所の推計では、2040
年の 65 歳以上人口は約 3900 万人、全体の約 35％（3人に 1人は高齢者）に達すると見込
められます。同時に 15 ～ 64 歳の生産年齢人口は約 6000 万人まで減じて、働き手 1人が
高齢者 0.6 ～ 0.7 人を支える構造となります。つまり、2025 年問題よりもさらに深刻な問
題が出てくると思われます。
高齢化社会になり、医療介護ニーズは増大するものの、労働者不足の問題で人材の奪い

合いが起きます。激務であると言われる医療界、特に歯科界の人材不足はさらに深刻とな
るでしょう。また、社会保障費の増大は必須、事業継承の問題も躍起され、より積極的な
対策を取らねば、事業を持続継続不可能となる現実がより切迫してくると思います。
この 10 年をどう考え、どのように対策し、2040 年問題に備えていかねばならないと思

います。
よって、本年度、本大会を担当するにあたり、「10 年後の地域歯科医療体制を考える」

をメインテーマとさせていただきました。
医療界では、その対策として、医療ＤXがさらに進むと思われます。同時に、5県調査

でも問題点が露呈した、歯科医師の地域偏在、医療の地域偏在の対策についても議論しな
くてはなりません。
都市部で勉学を終えた若い歯科医師が、地方に帰ることなく、都市部で就職する現実。

都市部は栄え、中山間地域は衰退していく。一部の県では、臨床研修医が誰一人も入局し
ていない県も存在するような事態です。
そういったことも鑑みて、今回、特別講演として東京歯科大学　社会歯科学講座　教授　

平田創一郎先生を迎え「地方の歯科医師供給体制の構築手段を考える」と題した御講演を
いただきます。
また、午後には、各県の先生方より、様々な視点からの 12 題の一般口演を頂いており

ます。活発な議論が交わされることを期待しております。
本大会が実り多き大会になる事を祈念し、ご挨拶とさせていただきます。

ご　 挨　 拶
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17：00 ～ 第 2 回役員会
18：30 ～ 懇 親 会　　　【会　費　9,000 円】

 8：30 ～ 受 付 開 始　　　【参加費　3,000 円】
 9：00 ～ 9：40 総 　 　 会
 9：45 ～ 10：00 開 会 行 事
10：00 ～ 12：00 特 別 講 演　「認定医研修会」
12：00 ～ 13：00 休憩（昼食）
13：00 ～ 15：45 一 般 口 演
15：45 閉 　 　 会
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1．会場では名札をお付けください。
2．日本歯科医師会生涯研修登録は、会場に日歯生涯研修のQRコードを掲示いたしま
すので、各自で読み取っていただき、受講登録をお願いいたします。

3．弁当をお申込みの方は、受付にて昼食券をお買い求めの上、昼食時にお弁当とお引
き換えください。なお、学会役員、座長、一般口演演者の方は昼食を用意しており
ます。

　役員会は、10 月 31 日（土）17：00 からかめ福オンプレイスにて行います。

　総会は、11 月 1 日（日）9：00 から山口県歯科医師会館 2階ホールにて行いますので、
ご出席ください。

1．座長は、時間前に次座長席にて待機願います。
2．演者との打ち合わせを兼ねた昼食会を 3階会議室にて行います。

　今回の特別講演は認定医研修会となっております。修了証が必要な方は受付にて3,000
円を添えてお申込みください。

1．口演時間は、発表 10 分質疑応答 2分の計 12 分です。時間通りの進行にご協力くだ
さい。

2．次演者は、次演者席でお待ちください。
3．発表形式は液晶プロジェクター（単写）となります。
4．プレゼンテーションは学会で用意した PCを使用します。発表データは事前に学会
事務局までご提出願います。試写は会館 2階視聴覚室にて、8：30 ～ 9：00 の間に
行います。また、当日データの差し替えがある場合も、上記時間内にお申し出くだ
さい。

5．PCはWindows11、PowerPoint2019 を用意します。
6．座長との打ち合わせを兼ねた昼食会を 3階会議室にて行います。
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・開　　　会
・大会長挨拶　　　山口県歯科医師会会長 　小山　茂幸
・会 長 挨 拶　　　中国地域歯科医療管理学会会長 　山中　友之
・祝　　　辞　　　日本歯科医療管理学会理事長 　柴垣　博一

座長　山中　友之（山口県）

講師：東京歯科大学社会歯科学講座　教授
　　　一般社団法人日本歯科医療管理学会　常務理事

平田　創一郎　先生　

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　座長　千藏　紘一（山口県）

１．「整理整頓経営®」がもたらした歯科医院の組織変革
　　　―「やりがいがない」組織から「辞めたくない」組織への変容 ―

○河野佳苗　　小原啓子
（株式会社デンタルタイアップ）

２．【第一報】「医院承継情報プラットフォーム」の構築に向けての取り組み
〇弘末　勝１　　秦泉寺　傑１　　盛野哲生１　　山下　将１　　松島章子１

　洲脇道弘１　　此内浩信１　　　浜崎健介１　　角南善章１　　越宗紳二郎１

　野﨑真弘１　　石戸善一郎１、２　久門田俊治２

（１岡山県歯科医師会医療管理部、２岡山県歯科医師会調査・情報管理部）
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　座長　藤江　　徹（島根県）

３．歯科医師会アプリによる安否確認訓練　第一報　―訓練から見えてきたこと―
〇金田俊彦１ 加藤正昭１ 前原東章１ 平田敦司１　　山本晃生１

　田部雅樹１ 大井手和久１ 広瀬佐都子１ 森川直樹１　　河底晴紀１

　三分一福展１ 野々山大介１ 福傳龍司１ 板谷和徳１　　森本徳明１

　木本知秀１、２ 山我貴之１、２ 天間裕文１、２ 石田栄作２　　上川克己３

　森本　進３ 山﨑健次３

（１広島県歯科医師会医療管理部、２広島県歯科医師会歯科医療安全対策室、
３広島県歯科医師会）

４．HIV感染症患者の歯科診療ネットワーク構築事業について
〇岡 左登志　　酒井博淳　　小田浩一

（鳥取県歯科医師会医療管理委員会）

５．山口県歯科医師会での歯科技工についてのアンケート調査
○山﨑眞弘１、２ 松尾宗一郎１、２ 松田　馨１、２ 千藏紘一１、２

　田中久雄１、２ 山中友之１、2 南﨑信樹２ 小山茂幸２

（１山口県歯科医師会　医療管理委員会、２山口県歯科医師会）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　座長　天間　裕文（広島県）

６．鳥取県における歯科医療提供体制の今後について
○庄司和伸　　池田実央　　大森智弘　　林　克也　　名倉　秀　 　中村裕志

（鳥取県歯科医師会医療管理委員会）

７．GIS 分析を用いた浜田圏域の歯科医療アクセス変化
　　　　― 個々の閉院が及ぼす最短通院距離増大の定量評価 ―

○永井健夫１ 高村雄太郎１ 朝比奈圭１ 澄川裕之１　　藤江徹１

　青木　誠１ 末森一彦１ 檜谷邦茂１、２

（１島根県歯科医師会医療管理部、２小さな拠点ネットワーク研究所）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　座長　大森　智弘（鳥取県）

８．新卒歯科衛生士の就職意識調査　　― 5 年間の動向と考察 ―
○広瀬佐都子１ 田部雅樹１ 大井手和久１ 森川直樹１　　河底晴紀１

　三分一福展１ 野々山大介１ 平田敦司１ 加藤正昭１　　前原東章１

　金田俊彦１ 山本晃生１ 福傳龍司１ 板谷和徳１　　森本徳明１

　木本知秀１、２ 山我貴之１、２ 天間裕文１、２ 石田栄作２　　上川克己３

　森本　進３ 山﨑健次３

（１広島県歯科医師会医療管理部、２広島県歯科医師会歯科医療安全対策室、
３広島県歯科医師会）
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９．歯科衛生士学生における県内就職意向と職場選択価値観の関連
　　　― 島根県養成校 99 名の横断調査 ―

○澄川裕之　　　高村雄太郎　　朝比奈　圭　　永井健夫　　 藤江　徹
　青木　誠　　　末森一彦

（島根県歯科医師会医療管理部委員会）

10．岡山県歯科医師会歯科衛生士支援事業
　　　― 約 1600 名の参加者対象のアンケートから見える今後の展望 ―

〇秦泉寺　傑　　丸濱功太郎　　盛野哲生　　　山下　将　　 松島章子
　洲脇道弘　　　此内浩信　　　浜崎健介　　　角南善章　　 越宗紳二郎
　弘末　勝　　　野﨑真弘　　　石戸善一郎

（岡山県歯科医師会医療管理部）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　座長　角南　善章（岡山県）

11．生成AI を用いたオンライン資格確認システム薬剤情報の歯科診療への活用
○佐藤裕二

（広島県　さとう歯科）

12．サイバーセキュリティ対策に対するアンケート調査
○田中久雄１、２　　松尾宗一郎１、２　　松田　馨１、２　　千藏紘一１、２

　山﨑眞弘１、２　　山中友之１、２　　　南﨑信樹２　　　小山茂幸２

（１山口県歯科医師会　医療管理委員会、２山口県歯科医師会）
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抄　　　録
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地方の歯科医師供給体制の
構築手段を考える

令和 8年 7 月 14 日、厚生労働省は歯科医療提供体制の最適化を目的とした「歯科医師の
適切な配置等に関するワーキンググループ」の報告書を公表した。近年の歯科医師数等の動
向について以下のように述べられている（一部抜粋）。
◯これまで、歯科医師総数及び医療施設従事歯科医師数はともに、令和 2年まで増加傾向に
あったが、平成 24 年頃よりその傾向は緩やかになっている。 

◯歯科医師（総数）の年齢構成は、令和 4年では 60 ～ 69 歳が最も多く、次に多いのは 50
～ 59 歳であった。また、近年 60 ～ 69 歳や 70 歳以上の割合が増加傾向にある。 

◯歯科診療所数は、平成 29 年まで増加傾向にあったが、その後ほぼ横ばいに推移しており、
令和 5年は 66,818 施設であり微減傾向にある。
本報告書では、都道府県単位にとどまらず二次医療圏単位まで検討範囲を広げており、ま

た、これらとは別にGIS（地理情報システム）を利用した歯科医療機関の地理的アクセシビ
リティの指標もワーキンググループ内で検討されている。
しかし、現場の感触からはかなり控えめな表現となっているように思うがいかがだろうか。

地方では高齢化・人口減少もさることながら、歯科医師の高齢化と歯科診療所の減少は、も
はや地域歯科医療の死活問題になってきているというのが本音ではないだろうか。二次医療
圏では単位として広すぎる（元は入院に係る医療提供の圏域である）し、地理的アクセシビ
リティの指標についても、歯科診療所から半径 1,000m の範囲を参照しているが、これでは
狭すぎる。演者が働く東京都千代田区を例にとっても、日中滞在する人の居住地の 1位は直
線距離で約 29㎞離れた神奈川県横浜市で 6.84％（2020 年）であり、当然職場や学校の近く
にかかりつけ歯科医を持つ人も少なくないだろう。山口市の場合だと２位が防府市で 4.14％
（同年）、直線距離にして 17㎞である。一律の距離の問題ではなく、移動手段や年齢に依存す
ることは明らかである。
では、誰が一番歯科医療に手が届かなくなるのか。高齢者や障害者だと考える。1つめの

課題はこれらの人にどのように均等な診療機会を与えることができるか。総合歯科専門医（仮
称）の検討状況にも触れたい。2つめは、どうやって地域偏在を解消するのか。先行して対
策を行っている医師の例や、イギリスのDental Recovery Plan を例にとって、具体策につ
いて検討してみたい。
実のところ、どちらの課題についても上手くいっていないのが現状である。我々歯科医師

が自ら解決に乗り出さない限り、無理な注文である。最後に、供給が均てん化されている状
態は、供給が過剰である状態と同義であることを知っておくべきだと考えている。
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略　歴

平田　創一郎（ヒラタ　ソウイチロウ）

1995 年 大阪大学歯学部卒業
 歯科医師免許取得
1999 年 大阪大学大学院歯学研究科修了　博士（歯学）取得
 大阪大学歯学部附属病医院顎口腔機能治療部　医員
2002 年 厚生労働省医政局歯科保健課　歯科医師臨床研修専門官
2006 年 東京歯科大学社会歯科学研究室　講師
2010 年 東京歯科大学社会歯科学研究室　准教授
 東京歯科大学　教務副部長（現職）
2013 年 東京歯科大学社会歯科学研究室　教授
2015 年 東京歯科大学社会歯科学講座（講座名変更）　教授（現職）
2024 年 東京歯科大学水道橋病院　副病院長（臨床研修担当）（現職）

学　会
一般社団法人日本歯科医療管理学会　常務理事（地域医療・研修）
社会歯科学会　常任理事（総務）
一般社団法人日本歯科医学教育学会　常務理事（総務）

行　政
船橋市歯・口腔の健康推進協議会　座長
多摩市みんなの笑顔が広がる歯と口の健康を推進する条例推進会議　会長
港区歯科保健事業推進協議会　委員
市原市歯と口腔の健康づくり推進会議　委員

その他
歯科医師臨床研修マッチング協議会　委員長代理
日本歯科医学会歯科診療ガイドラインライブラリ協議会　座長
公益財団法人 8020 推進財団会誌編集委員会　委員長
公益財団法人日本医療機能評価機構　歯科ヒヤリ・ハット事例収集等事業　専門分析班　委員

ほか
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®

整理整頓経営®, 理念創造型経営，変革，５S活動（整理・整頓・清掃・清潔・躾），
診療時間の短縮，人材の定着 , 総収入の増加

歯科医院経営において、人材の確保と定着は大きな課題である。演者らはこれまで複数
の歯科医院で、整理・整頓を入口に、業務、役割、情報共有、人との関わり方までを整える「整
理整頓経営®」に取り組んできた。本報告では、その中から組織と経営の両面で大きな変
化がみられた一歯科医院の約２年間の取り組みについて報告する。

整理整頓、医院理念の共有、業務改善、役割分担、情報共有、スタッフ主体の改善活動
を継続した。また、院長、チーフ、サブチーフへのインタビューを行い、変革前後の意識
と行動、組織の変化を振り返るとともに、経営実績の推移を確認した。

変革前は、欠勤やシフト変更、情報共有不足への対応に追われ、日々の診療を「こなす」
ことで精一杯であった。助け合う雰囲気も乏しく、人の入れ替わりもあった。院長にとっ
ての転機は、退職するスタッフから「やりがいがない」と言われたことであった。院長自
身も「自分がやらなければ」と仕事を抱え、スタッフに完全に任せられずにいた。そこで
変革を通して、医院の理念と目指す方向を共有し、法令遵守の継続した医院環境づくりを
おこなった。問題が起きても「誰が悪いか」ではなく、「なぜ起きたか」「仕組みをどう変
えるか」を皆で考えた。院長はスタッフを信じて任せるようになり、スタッフも自ら考え、
役割と責任を持って医院づくりに関わるようになった。現在では自然に声を掛け、助け合
うチームとなり、「辞めたくない」とスタッフが声を揃える。さらに経営実績も変革後から
伸び続け、本年 1月に診療時間を短縮した後も、その伸びは継続している。

「やりがいがない」医院から「辞めたくない」医院への変化は、人を大切にし、力の発揮
できる継続した環境づくりを通してチーム一丸体制を意識し続けた結果と考える。「整理整
頓経営®」は、働く人のやりがいと組織力を高めるだけでなく、診療時間の短縮と経営の
成長を両立できる可能性を示す一例となった。

文献：1）小原啓子，河野佳苗ら：歯科医院の整理・収納・DIYアイディア集，日本歯科新聞社，東京，2026．
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全国的に歯科医師会員の平均年齢は 60 歳を超え、ボリューム層は 60 歳代、次いで 50 歳
代が占めており、近い将来、後継者不足による閉院が相次ぎ、地域歯科医療提供体制維持
の困難が懸念される。岡山県歯科医師会（以下、本会）が実施した令和８年度経営実態調
査では、回答者の 8割が医院承継事業に「関心がある」と答えており、この事業のニーズ
の高さがうかがえた。一方で、診療所の不動産や医療機器等の資産を含む医院承継に歯科
医師会が関与することに対しては慎重な議論を要する課題も多い。新規開業費用の高騰や
一部の法人による分院展開など、医院承継を巡る環境は本会の将来像にも直結する重要課
題である。そこで本会医療管理部では、会員向け情報プラットフォームの基本仕様を検討
するとともに、運用上想定される問題点の整理とその対応策の明確化に着手した。本発表
ではその検討プロセスを報告し、今後の運用開始に向けた討議の契機としたい。

本事業の立ち上げにあたり、リスク管理と運用の持続可能性の観点から以下の３つの基
本方針を設定した。
１．情報提供に限定した運用モデル：本会は「情報掲載の場の提供」のみを行い、仲介・

交渉には介入しない。交渉は当事者の責任で行うこととし、専門家（コンサルタント・
税理士等）への相談を促す仕組みを前提とする。 

２．組織的運用に耐え得るシンプル設計：役員や事務局担当者の交替があっても事業継
続に支障が出ないよう、極力業務負担を軽減したシンプルな運用フローとする。

３．組織的メリットの確保：歯科医師会が情報発信することで取引の安心感・信用度を
高め、同時に非会員の承継希望者に対する本会への入会促進（組織率向上）にも繋
げる。

上記の方針に基づき、会員専用サイト内に「医院承継」ポータルを開設する設計を行った。
Google フォームを活用した申込内容の自動書式変換・PDF化、Web 掲示板への即時反映、
およびメール会員への自動通知など、迅速対応と事務作業の簡略化を両立する仕組みを構
築する計画とした。 

本設計により、本会の責任範囲を明確にし、運用上のリスクを可能な限り抑えつつ、持
続可能な会員支援・入会促進インフラの基盤が整えられる。今後は他県の取り組みを参考
にさせていただきながら事業構築を進めていきたい。
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広島県では、2000年の広島県北部地震（最大震度6弱）、2014年の広島土砂災害（死者77名）、
2018 年の西日本豪雨（県内死者 114 名）など、地域特性に起因した大規模災害が繰り返し発
生してきた。今後も南海トラフ巨大地震をはじめ様々な自然災害が予想されている。このよ
うな状況下において、災害発生時に会員の安否情報や歯科医療機関の「診療可否」を迅速に
把握し、各郡市会と情報を共有することで、歯科医療救護活動へ円滑に連携する仕組みの構
築は喫緊の課題である。
そこで、昨年より広島県歯科医師会医療管理部では災害危機管理に関する意識調査により

会員の災害対応意識の把握を行い、これまで安否情報の情報収集に手間と時間がかかってい
たため会員用スマートフォンアプリ「はっぽくんナビ」を開発する取り組みを始めた。今年
度は安否確認機能の運用体制整備を進めてきた。本発表では、①安否確認運用に関する内規
規定（令和 8年５月１４日施行）について、②安否確認訓練実施（第 1回訓練、第 2回訓練）
の結果について、現在の課題から今後の展望を検討することとした。
第 1回訓練では、回答率が目標に届かず想定を大きく下回った。原因として、①アプリ導

入率の低さ、②訓練自体の認知度不足、③平日診療時間中で通知に気づきにくいこと、④回
答期間の妥当性などが考えられた。これらを踏まえ、第 2回訓練に向けて、①アプリ認知度
向上のためのHP周知と広報物の配布、②訓練の目的と必要性の再周知、③通知に気づきや
すくするためのメール併用（訓練開始 6時間後に送信）④データ一元化の改善などの対策を
講じた。
第 2回安否確認訓練は 9月 1日に実施し現在集計中であるが、本発表では第 1回訓練の課

題と改善策を報告するとともに、第 2回訓練の結果を踏まえた運用改善の方向性について考
察する予定である。以上より、災害時に歯科医療機関の状況を迅速に把握する体制の構築が、
地域医療の継続性確保に不可欠であることが示唆された。安否確認システムは導入して終わ
りではない。訓練を繰り返すことで会員全員がひとつに繋がる意識を持つことができれば歯
科医療救護活動へ円滑に連携する防災インフラになると考えられる。
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HIV 感染症、HCV感染症における医療は日進月歩で、20 世紀では考えられないくらい進
歩している。HIV 感染症が世界を席巻したのは 1980 年代初期からであり、歯科医師国家試
験では 1987 年の第 80 回に初めて登場した。当初からワクチンをつくるのは無理だと言われ
ており、実際ワクチンは出来ていないが、治療薬と感染予防薬は飛躍的に改善されている。
ただHIV 感染者に対する診療レベルの向上は、HIV 感染者への偏見をなくす程ではなく、
国民の恐怖心はさほど減少していないと思われる。
鳥取県歯科医師会ではHIV 感染症患者の歯科診療のネットワークを平成の終わり頃に構

築し、現在問題なく行われている。しかし協力歯科医は決して多くなく、たくさんの歯科医
師が、未だにHIV 感染症患者の歯科診療に躊躇していると思われる。HIV に対する知識が
多い歯科医師ほど、HIV感染者に対する偏見は少なく、HIV感染症の研修会の必要性を感じ
るが、HIVの研修会を開催しても、なかなか参加してもらえないのも事実である。
本発表では現在鳥取県歯科医師会で行っているHIV 感染症患者の歯科診療ネットワーク

事業を紹介し、まずは患者さんが困る事のないように出来ている現状、そして今後協力歯科
医師を増やすために何をすればいいのか医療管理委員会で検討したことを発表する。
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歯科医療においては、修復処置や補綴処置の際に印象を採得し修復物や補綴物を製作する
歯科技工が行われている。しかしながら、以前より歯科技工士の高齢化や低収入による離職
による歯科技工士不足が囁かれており、特に地方では安定した歯科医療の供給が困難になる
可能性が予想され、中山間地域を多く抱える山口県でもそれは例外ではない。
また、従来の修復物や補綴物に使用される、金銀パラジウム合金に代表される歯科用金属

の世界情勢等の様々な要因による高騰は近年急激な高まりを見せており、歯科医院経営を圧
迫している。
こうした状況を受け、山口県歯科医師会では会員医療機関における歯科技工の対応状況や

課題を把握するため、会員 569 名を対象にアンケート調査を令和 8年 6 月 12 日から 7月 3
日にかけて実施した。
（FAXおよびインターネット形式、有効回答数 132、回答率 23.2%）
本発表ではアンケート結果をもとに、将来的に安定した歯科医療を供給するための歯科技

工への対応や歯科用金属高騰への対策の考察を、その対策例とともに報告する。
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昨年、「鳥取県における歯科医院の終活について」の発表を行いました。その際のアンケー
ト調査において、県歯会員の世代別人数を確認したところ、60 代が 29％、70 代が 25％、50
代が 20％、30，40 代はあわせても 15％でした。50 代以上の割合が 85％でした。今後、県歯
会員の高齢化が進んでいくにつれて、地域の歯科医療提供体制への影響が懸念されました。
また、2025/ ７/19　第 66 回日本歯科医療管理学会にて中国地域歯科医療管理部によって

発表された、「歯科医療提供体制維持に向けての中国 5県調査（中国 5県歯科医療機関分布
に関する未来シミュレーション）」からも 2035 年に増加する受療困難地区や歯科医師の高齢
化が示されました。
鳥取県においても 2035 年に受療困難地区と示された地区があり、なかでも多い傾向のあ

る東部地区に焦点を当て、該当地区の 5医院にアンケートを行いました。それを参考に、該
当地域の問題点、その対応策について考えましたので報告させて頂きます。



― 18 ―

中国地域歯科医療管理学会では、5県共同で歯科医療提供体制維持に向けた調査研究を進
めており、島根県も他県の先生方と協力して取り組んでいる。本研究では、推計人口、歯科
医療機関の所在地、開設者年齢を地理情報システム（GIS）で解析し、歯科医師が 75 歳で閉
院すると仮定した将来予測を行った。その結果、中山間地域を中心に受療困難地区が拡大す
る可能性が示された。
昨年度は浜田圏域を対象に発表した。2035 年には歯科医療機関が 13 施設（4割）減少し、

約 1万人（人口比 16％）が受療困難となる予測を示した。特に浜田市の山間部では受療困難
地区が広範囲に形成され、江津市では閉院に伴う残存医療機関への負担集中が示された。
今回は、閉院による通院への具体的影響を把握するため、道路網データを加えたGIS 交通

ネットワーク解析を実施した。浜田圏域 217 地区を対象に、人口重心から最寄りの歯科医療
機関までの最短経路を算出し、閉院が通院距離、所要時間、交通費に及ぼす変化を評価した。
その結果、最も距離増加が大きい地区では 18.9km、運転所要時間は最大 22 分の増加が認め
られた。さらに、通院距離の増加による経済的負担を金額換算する指標として、タクシー利
用を仮定した運賃を算出した。閉院に伴う片道タクシー運賃の増加額は最大 7,510 円で、山
間部を中心に 5,000 円以上増加する地区も複数認められた。特に、自家用車を利用できない
高齢者では、通院負担がより大きくなる可能性が示唆された。さらに、閉院により特定医療
機関が担う地区人口が最大約 6,000 人増加すると推計され、外来診療、訪問診療、公衆衛生
活動等への負担増加につながる可能性が示唆された。
以上より、道路網を考慮したGIS 交通ネットワーク解析は、地方都市・中山間地域におけ

る歯科医療提供体制の脆弱性と住民の通院負担を定量的に可視化する有効な手法と考えられ
る。今後は、通院手段の確保、巡回診療車やへき地歯科診療所の整備、医療機関間の広域連
携など、距離的制約を克服するための対策を検討し、地域特性に応じた持続可能な歯科医療
提供体制の構築を目指す必要があると考える。
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広島県歯科医師会医療管理部では、歯科衛生士の人材不足問題への対策の一環として、
広島高等歯科衛生士専門学校の卒業生を対象とした就職意識調査を継続的に実施してきた。
本発表は 63 ～ 67 期卒業生を対象に就職意識の経年動向を検証するとともに、5年間の調査
結果に基づき、歯科医院の求人対策および歯科衛生士の人材確保に対する実務的な提言を
行うことを目的としている。

広島高等歯科衛生士専門学校 63 ～ 67 期の卒業生延べ 242 名を対象に、令和 3年度から
令和 7年度の 5年間にわたり無記名アンケート調査を実施した。設問は、①見学に行こう
と思った理由、②就職を決めた理由、③見学したが就職しなかった理由、の 3項目とし、
それぞれ複数の選択肢から重要度順に 5項目を選択させ、加重スコアにより集計した。

5年間を通じ、①見学に行こうと思った理由では「距離」「就業時間」「給与」といった
条件面が重視される傾向が示された。一方、②就職を決めた理由では「医院の雰囲気」が 5
年連続で第 1位となり、「スタッフ」「距離」などが続いた。③見学に行ったが就職しなかっ
た理由においても「雰囲気」が上位に位置していた。

5年間のアンケート結果から、見学先の選定段階では条件面が重視される一方、実際に
見学を経て就職を決定する段階では、医院の雰囲気やスタッフとの相性といった対人的・
体験的要素が意思決定の中心となることが確認された。この傾向は過去の調査とも一致し
ており、時代の変遷を経ても同様の結果であった。このことにより、求人活動においては、
条件の提示にとどまらず、見学時に選ばれる医院の雰囲気作りをすることが重要と考えら
れる。
現在、新卒歯科衛生士を対象とした他地域との比較調査や在職歯科衛生士を対象とした

職場環境に関する意識調査を実施しており、今後もそれらの結果を踏まえて、実効性のあ
る歯科人材確保対策の提言につなげていきたい。
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地方における歯科衛生士確保には、養成校卒業者の県内就職促進と、卒業後の就業継続
を支える環境整備が重要である。本研究では、歯科衛生士学生の就職希望地域、就職先選択、
働き方に関する意識を把握し、県外流出抑制および就業継続支援の課題を検討した。

2025 年、島根県歯科技術専門学校歯科衛生士科の学生を対象に、進路・就職・価値観に
関する 17 項目の質問紙調査を実施し、99 名の回答を分析した。単純集計に加え、学年、県内・
県外就職希望等によるクロス集計を行った。学年差は横断比較として解釈した。

就職希望地は県内 62.6％、県外 37.4％で、県内希望は 1年生 42.1％、2 年生 67.7％、3 年
生 83.3％であった。県内希望理由は「実家から通える」58.1％、「通勤が楽」43.5％が上位で、
「成長環境がある」は 11.3％であった。県外希望理由は「地元が島根県外」「成長機会」「都
会への憧れ」が各 35.1％、「給与・待遇」32.4％であった。就職先選択では「給与」86.9％、「人
間関係」85.9％が高く、職場文化では「優しく丁寧」78.8％、「私生活を尊重」67.7％、「チー
ム協働」56.6％が上位であった。

県外就職希望の背景は一様ではなく、地元回帰、成長機会、都市部志向等に分けて捉え
る必要がある。県内就職促進には、入学早期から県内医院の教育体制、成長機会、生活条
件を比較可能な形で提示することが重要と考えられる。また、就業継続には待遇だけでなく、
人間関係、職場文化、教育、チーム協働等を含めた職場環境整備が必要である。なお、本
調査の勤務期間設問は同一職場への勤続意向であり、歯科衛生士という職種自体の継続意
向とは区別して解釈する必要がある。
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岡山県歯科医師会は 2022 年に歯科衛生士の復職支援や離職防止を目的とした「歯科衛生
士支援事業（DH Support Project）」を開始した。事業の 3本柱の 1つである、大人数向け
講演形式の「DHスキルアップセミナー」は年 2回のペースで開催しており、口腔機能低下
症をテーマとした第 8回は会場・WEB・アーカイブあわせて 1595 名の受講があった。本
発表においては、第 8回受講者に対する事後アンケートの回答を基に、その結果を分析す
るとともに、今後の本事業の展望について検討したので報告する。

第 7回までのアンケートはセミナーの内容に関する項目のみであったが、第 8回より参
加者の年齢や所属、また歯科衛生士の離職防止と復職支援にフォーカスを当てた項目も追
加され、最大で 22 項目に回答する内容となった。

・受講者のうち、650 名（41%）より回答が得られ、そのうち歯科衛生士は 579 名、離職中
の歯科衛生士は 5名であった。

・回答した歯科衛生士の年齢内訳は 40 代以上が 61%であり、歯科衛生士としての職歴は
11 年以上が 68%であった。

・現在の仕事を「ぜひ続けたい」「できれば続けたい」と回答した在職中の歯科衛生士は、
併せて 89%であった。

・「あれば復職しようと思えるサポート」として、「診療現場の見学・体験」と回答した離
職中の歯科衛生士は 4名であった。

・全回答者の実習内容に関する満足度は、5段階評価中「非常に満足」と「満足」を併せて
96%であった。

第 8回で追加されたアンケート項目の多くはセミナーの内容に直接関係するものではな
いが、セミナー後にあわせてこれを実施したことは、アンケートの母集団を確保するとい
う面で一定の意義があると考えられた。今後も同セミナーを通じたアンケートを継続する
ことで、歯科衛生士の復職支援および離職防止という本事業の目的を達成するための、更
に信頼性の高いデータベースを構築したいと考える。
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オンライン資格確認システムは、医療機関間で処方情報を共有し、安全で質の高い医療
を提供することを目的として整備されている。しかし、歯科診療においては、薬剤情報が
商品名中心に表示されるため、薬効や適応疾患を短時間で把握することが容易ではなく、
特に後発医薬品では一般名を知らなければ薬効を直感的に理解しにくい。また、多剤服用
の高齢患者では一覧性や検索性にも課題がある。そこで、オンライン資格確認システムか
ら得られる薬剤情報を歯科診療において簡便かつ効率的に活用する方法を検討したので、
その取り組みと問題点について報告する。

オンライン資格確認システムに表示された薬剤情報の必要部分を PC上でスクリーンコ
ピーし、生成AI へ画像として入力した。あらかじめ作成したプロンプトを用いて、各薬剤
について薬効、適応疾患および歯科治療上の注意点をコンパクトな一覧形式で出力する方
法を構築し、日常臨床で活用した。

本方法により、後発医薬品を含む薬剤について、薬効、適応疾患および歯科治療上の注
意点を短時間で把握でき、歯科診療に必要な情報を効率よく整理することが可能となった。
さらに、①マイナ保険証受付時に薬剤情報閲覧への同意を得る工夫、②薬剤一覧から歯科
診療上重要な薬剤を効率よく抽出する方法、③生成AI への入力プロンプトの最適化、④閲
覧対象期間を少なくとも過去6か月とする工夫などにより、実用性の向上が図られた。一方、
①生成AI による薬剤名の誤認識、②多剤服用患者における一覧性の低さ、③電子処方箋未
対応施設では情報反映に時間差が生じること、④患者の同意が得られない場合は情報を利
用できないこと、⑤注射薬など一部薬剤情報の把握が十分でないことなどの課題が明らか
となった。

生成AI を活用することにより、オンライン資格確認システムから得られる薬剤情報を歯
科診療に有用な形で効率よく整理・活用することが可能であった。一方、生成AI の認識精
度やオンライン資格確認システムの一覧性・情報更新性など、今後改善すべき課題も明ら
かとなり、歯科診療へのさらなる活用に向けたシステムの改善が望まれる。
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サイバーセキュリティに関する山口県歯科医師会会員の状況について、各医院での対応と
状況の把握を目的としてアンケートを行った。アンケートは令和 8年 6月にグーグルフォー
ムでの回答方式により行い、医療機関数 569 に対し 112 件の回答があり、回答率は 19.7% で
あった。
アンケート結果より、サイバーセキュリティ対策を行っている医院は約 6割程度、ガイド

ラインやチェックリストの作成を行っている医院は 4割程度となった。またスタッフと情報
共有を行っている医院は 25%程度で、緊急時の対応に少し不安の残る結果であった。対策
として行っているもので多かったのがレセコン会社での対応やウィルスソフトでの対応で、
対策費用においては毎月 1～ 5万円程度かけている医院が約 6割、かけていない医院が 4割
となった。対策費用に関しては高く感じている医院が最も多く、国や自治体などによる対応
が必要と感じている医院も比較的多い結果であった。実際にサイバー攻撃を受けた（疑い含
む）医院は 5.4% で、実際攻撃を受けた内容では、フィッシングメールやウィルス感染といっ
たマルウェア感染の疑いのあるもので、近年増加しているランサムウェアによる重大な被害
は今のところ確認されていない。歯科関連業者へのサイバー攻撃で物流の遅延が起こった際、
影響があったと答えた医院は約 7割で、自院への直接的な攻撃だけでなく社会の状況を把握
した対策も必要となってきている。歯科ではオンライン請求の推進（令和 6年 4月）やマイ
ナ保険証（令和 6年 12 月）といったネットを介した情報のやり取りが行われるようになり、
ネット環境への対策の重要度が増している。今後も電子カルテの普及等の政策により更なる
対策も必要となる可能性がある。
AI の発展などネット環境の充実が急速に進む中、患者の個人情報や自院の資産を守るこ

とへの対応が年々重要度を増してきている。万一に備えてガイドラインや対策チェックリス
トなどを管理し、早急に対応できるよう山口県歯科医師会としても情報提供および情報共有
を行っていく予定である。
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開催年 開催日 会　　場 メインテーマ 当番県 支部長 大会長

平成12年度 H12.11.19 広島県歯科医師会館 歯科医療戦後史の総括と未来への提言 広島 林　　偕一 本山　栄荘

平成13年度 H13.11.25 山口県歯科医師会館 良質な歯科医療を提供するために 山口 重田　司郎 永冨　　稔

平成14年度 H14.11.23 米子国際ホテル 良質な歯科医療を提供するためにⅡ 鳥取 重田　司郎 ー

平成15年度 H15.11.23 岡山県歯科医師会館 良質な歯科医療を提供するためにⅢ
ー患者に喜ばれる歯科医院を目指してー 岡山 重田　司郎 小林　敏郎

平成16年度 H16.11.21 島根県歯科医師会館 良質な歯科医療を提供するためにⅣ 島根 大畑　　実 青戸　泰吉

平成17年度 H17.11.20 広島県歯科医師会館 今、歯科医療に求められるもの 広島 清水　勢一 本山　栄荘

平成18年度 H18.11.26 山口県歯科医師会館 今、歯科医療に求められるものⅡ 山口 竹永　喜一 右田　信行

平成19年度 H19.10.28 鳥取県西部歯科医師会館 今、歯科医療に求められるものⅢ 鳥取 樋口壽一郎 林　　伸伍

平成20年度 H20.11.9 岡山県総合福祉会館 安心・安全な歯科医療を目指して 岡山 西田　宜可 酒井　昭則

平成21年度 H21.11.8 島根県歯科医師会館 安心・安全な歯科医療を目指して 島根 大森　　学 仲佐　善昭

平成22年度 H22.11.14 広島県歯科医師会館 生活を支える歯科医療を目指して 広島 石田　栄作 山科　　透

平成23年度 H23.10.30 山口県歯科医師会館 生活を支える歯科医療を目指して 山口 神吉ゆかり 右田　信行

平成24年度 H24.10.28 鳥取県歯科医師会館 良質な歯科医療の提供を目指して 鳥取 中村　裕志 樋口壽一郎

平成25年度 H26.2.2 岡山市民会館
岡山県歯科医師会館 今、あらためて歯科医療安全を考える 岡山 西田　宜可 酒井　昭則

平成26年度 H26.11.23 島根県歯科医師会館 「求められる医療管理の意識改革」
　～次世代への Stay or Challenge ～ 島根 内田　朋良 渡邊　公人

平成27年度 H27.5.29
～ 31 岡山国際交流センター

日本歯科医療管理学会（岡山県開催）
医療管理の未来
　ー変わりゆく診療環境のなかでー

広島 芦浦　文佳 酒井　昭則

平成28年度 H28.10.16 山口県歯科医師会館 安心安全な患者本位の歯科医療 山口 桝尾　隆一 小山　茂幸

平成29年度 H29.10.15 鳥取県西部歯科医師会館 歯科医療従事者の自律を支援する医療管理 鳥取 中村　裕志 樋口壽一郎

開催年 開催日 会　　場 メインテーマ 当番県 支部長 大会長

平成30年度 H30.10.28 サン・ピーチ
　　OKAYAMA

地域の中でかかりつけ歯科医のできること、
なすべきこと 岡山 南　哲之介 酒井　昭則

令和 1年度 R1.10.20 島根県歯科医師会館 歯科医療環境の将来像 島根 末森　一彦 内田　朋良

令和 2年度 R2.11.1 広島県歯科医師会館
 （WEB） これからの歯科界のリスクを考える 広島 天間　裕文 甲野　峰基

令和 3年度 R3.10.31 山口県歯科医師会館
 （WEB） これからの歯科界を考える 山口 山中　友之 小山　茂幸

令和 4年度 R4.10.30 鳥取県歯科医師会館 コロナ禍で見えた安心・安全な歯科医療 鳥取 池田　実央 渡部　隆夫

令和 5年度 R5.10.29 サン・ピーチ
　　OKAYAMA 信頼のおける歯科医療の提供のために 岡山 石戸善一郎 西岡　宏樹

令和 6年度 R6.10.27 島根県歯科医師会館 人口減少下における地域歯科医療を考える 島根 末森　一彦 内田　朋良

令和 7年度 R7.10.26 広島県歯科医師会館 2025年問題といわれていた、今 広島 森本　徳明 山﨑　健次

令和 8年度 R8.11.1 山口県歯科医師会館 10年後の地域歯科医療体制を考える 山口 山中　友之 小山　茂幸
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代表取締役社長 竹村荘一郎
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自然と共に暮らす家。
木の家、次のデザインへ。

― 32 ―



― 33 ―



V2H+IoT+V2H+IoT+

YOSHIKI VILLAGE

営 業 日：毎週　金・土・日
平　  日：事前予約にて個別でご対応

山口県山口市吉敷赤田1丁目14-24
吉　敷
モデル
ハウス
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